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   川島町開発指導要綱 

 

平成１３年 ３月 １日   告示第  ８号 

平成２０年１０月１０日改正 告示第１１７号 

平成２６年 １月 １日改正 告示第１１０号 

平成２８年 ３月３１日改正 告示第 ３３号 

 

 （目的） 

第１条 この要綱は、川島町における開発行為等によって無秩序な市街化が行われること 

 を防止するとともに、事業者に対し一定の基準に基づき、公共公益施設等の整備に関し 

 協力を求め、良好な都市的環境を備えた秩序ある「まちづくり」の実現を図ることを目 

 的とする。 

 （適用の基準） 

第２条 この要綱は、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）、建築基準法（昭和２５ 

 年法律第２０１号）、その他関係法令に規定されるもの及び埼玉県が定める諸基準のほ 

 か、本町と協議すべき基準を示したものである。 

 （用語の意義） 

第３条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに 

 よる。 

 (1) 開発行為等 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第４条第１２項に規定する 

  開発行為、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第１号に規定する建築物 

  の建築（用途変更を含む）、建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第１３ 

  ８条に規定する工作物の築造及び駐車場、太陽光発電施設、資材置き場等、を整備す 

  る為の行為をいう。 

 (2) 開発区域 開発行為等を行う土地の区域をいう。 

 (3) 事業者 開発行為等を行う者をいう。 

 (4) 公共公益施設 道路、公園、下水道、緑地、河川、水路及び消防の用に供する貯水 

  施設、並びに教育施設、交通施設その他居住者の共同の福祉、及び利便のために必要 

  な施設をいう。 

 (5) 一団 同一計画に基づき、計画された敷地及び建築物をいう。 



2／12 

 (6) 戸建住宅 １宅地１住宅の建築をいう。 

 (7) 集合住宅 ２戸以上の連続した住宅、寮、その他居住の用に供するものの建築をい 

  う。 

 (8) 中高層建築物 建築物の高さが１０メートルを超える（第１種低層住居専用地域に 

  あっては、軒の高さが７メートルを超える建築物又は地階を除く階数が３以上の）建 

  築物をいう。 

 (9) 関係住民 開発区域に隣接する土地の所有者及び居住者、建築基準法第５６条の２ 

  第１項の制限を受ける建築物によって同表（は）欄の水平面上において、直接日影と 

  なる部分を有する建築物の所有者及び居住者をいう。 

 （適用の範囲） 

第４条 この要綱は、下記に掲げる許可申請に適用する。ただし、この要綱を適用しない 

 建築物及び工作物の建築行為を行う場合は、必要に応じて関係部署と協議を行うこと。 

 (1) 都市計画法第２９条第１項に基づく開発行為の許可申請 

 (2) 都市計画法第３５条の２第１項に基づく開発行為の変更許可申請 

 (3) 都市計画法第４２条に基づく予定建築物以外の建築等許可の申請 

 (4) 都市計画法第４３条に基づく開発許可を受けた土地以外の土地における建築等の許 

  可申請 

 (5) 都市計画法施行規則第６０条第１項に基づく開発行為又は建築等に関する証明書の 

  交付を要する、建築物及び工作物の建築行為 

 (6) 一団の計画戸数が３以上の戸建て住宅（併用住宅を含む）の建築 

 (7) 一団の宅地区画数が３以上の宅地造成 

 (8) 計画戸数が６以上の集合住宅の建築 

 (9) 敷地面積が３００㎡以上の駐車場、太陽光発電施設、資材置き場等、を整備する行 

  為で、農地の転用及び埋立て行為が無い場合。 

 （開発行為等を行なう場合の原則及び事業者の責務） 

第５条 開発行為等は、町の総合振興計画及び都市計画マスタープラン等、町の計画に整 

 合したものでなければならない。 

２ 事業者は、開発等区域内外において必要な公共公益施設等をこの要綱の定めるところ 

 に従い、自らの負担において整備するものとする。 

３ 開発行為等の計画にあたっては、当該地域の地域特性及び周辺の生活環境に十分配慮 
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 し、良好なまちづくりに努めるものとする。 

４ 事業者は、開発行為等に関し関係住民と紛争が生じたときは、自主的に解決するもの 

 とする。 

 （施設・設備等の整備基準） 

第６条 公共施設の整備基準は、川島町開発行為等指導要綱開発行為等に係る施設･設備等 

 の整備基準（以下「整備基準」という。）に定める。 

２ 都市計画法第２９条に規定する開発許可を受ける場合、その他町長が必要と認める場 

 合、事業者は、消防水利施設設置の要否等について、川越地区消防局に事前協議を申し 

 出なければならない。 

３ 事業者は、開発区域の面積が１，０００㎡以上の開発行為等（都市計画法第３６条に基

づく完了検査を受けるもの及び、自己居住用の戸建て住宅を除く）が完了した場合は、整

備基準に基づいて設置された施設・整備等が本町と協議したとおり施工されているか、町

長の確認を受けなくてはならない。 

 （公共公益施設の検査） 

第７条 事業者は、第６条に定める整備基準により公共公益施設を施工又は設置した場合 

 は、町長の検査を受けなければならない。また、町長は、必要に応じて、随時、立入検 

 査をすることができる。 

２ 事業者は、前項の規定に基づく検査の結果、不良箇所があると指摘されたときは、自 

 己の負担において、必要な改善を行なわなければならない。 

 （勧告） 

第８条 町長は、事業者に対し、この要綱及び第６条に定める整備基準に基づく円滑な事 

 業の進ちょくが図られるよう、必要に応じて報告もしくは資料の提出を求め、又は勧告 

 することができる。 

 （その他） 

第９条 この要綱に定めのない事項又は大規模な開発行為等で、町長が特に必要と認めた 

 ものについては、その都度、事業者と協議のうえ決定するものとする。 

 

   附 則 

１ この要綱は、平成１３年３月１日から施行する。 

２ 川島町開発指導要綱(平成４年告示第６号)は、廃止する。 
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３ この要綱の施行の日前において、実施中又は協議中の開発行為等については、なお従

前の例による。 

 

   附 則 

１ 改正後のこの要綱は、平成２０年１０月１０日から施行する。 

２ この要綱の施行の日前において実施中又は協議中の開発行為等については、なお従前 

の例による。 

 

   附 則 

１ 改正後のこの要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の日前において実施中又は協議中の開発行為等については、なお従前 

の例による。 
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   川島町開発行為等指導要綱開発行為等に係る施設･設備等の整備基準 

 

 この整備基準は、川島町開発行為等指導要綱（平成１３年告示第８号）第６条の規定に

基づき定める開発区域内等において、事業者が整備すべき道路等公共施設や備えるべき要

件等の基準を定めるものである。 

第１節 開発行為等に係る一般的留意事項 

第１ 基本的事項 

１ 最低敷地面積（有効敷地面積） 

１区画の最低敷地面積（私道含まず）は、原則として次に掲げる面積とする。 

 市街化区域内 １５０平方メートル以上 

２ 関係住民への事前措置及び補修等 

 (1) 事業者は、関係住民に対し、事業内容及び建築計画等の説明会（以下「事業説明」 

  という。）を実施し、十分な理解が得られるよう努めなければならない。なお、町は 

  事業説明を関係住民の区域を越えて行う必要があると判断した場合は、事業者に対し 

  、その区域を示し住民説明をするよう指導し、その結果について報告させることがで 

  きる。 

 (2) 万一、事業により被害が生じた場合は、遅滞なく復旧及び補償にあたるものとする 

３ 駐車場の設置 

 (1) 戸建住宅には、１台以上の駐車スペースを設けること。 

 (2) 集合住宅には、計画戸数の５０％以上の車両を有効に収容できる駐車場を敷地内ま 

  たはその近傍に設置し、または確保するものとする。 

 (3) 上記以外の場合には、その事業において見込まれる車両台数が有効に駐車できるス 

  ペースを、その敷地内または近傍に設置または確保するものとする。 

４ 農業振興地域内における開発行為等 

 農業振興地域内における開発行為等にあたっては、周辺の農業環境に及ぼす影響に十分 

 配慮するものとする。 

５ 緑化の推進 

 事業者は、その開発区域内の立地環境に応じた樹木の植栽を積極的に行うなどして緑化 

 の推進に努めるとともに良好な維持管理を行うものとする。 

６ 周辺環境に配慮した景観づくり 
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 建築物等の屋根、外壁及び屋外広告物の色彩等については、関係する法令等を遵守し、 

 周辺に調和した景観づくりに努めるものとする。 

７ 近隣住民への安全配慮 

 開発行為等に伴う工事を行う際には、工事着工前に、開発区域周辺及び工事車両の走行 

 予定ルートを確認し、子ども、高齢者等を含む近隣住民に危険が及ばないよう、施工及 

 び車両の通行には細心の注意を図ること。 

第２ 施工上の注意事項 

１ 工事用道路 

 事業者は、資材搬入路として使用する道路については、道路管理者の指示を受け、常時 

 、清掃及び補修し、開発行為等の完了後は、原形復旧し検査を受けなければならない。 

 また、歩行者、車両、近隣家屋等の安全確保に努めること。 

２ 切土、盛土等 

 (1) 開発区域の計画地盤高は、前面道路との間に生じる高さを概ね３０ｃｍ以下とする 

３ 開発区域内に含まれる既存道水路等の取り扱い 

 開発区域内に含まれる既存の道路敷・水路敷等については、開発計画区域周辺の道水路

等の利用状況を勘案して、次に掲げる事項について協議を行うものとする。 

 (1) 付替 既存道水路等の用途廃止を行い、新設の同水路を帰属するもの。 

 (2) 付け替えの必要性が認められない場合、既存道路・水路の用途を廃止するもの。 

第３ 文化財 

 (1) 事業者は、開発行為等を行う区域内における周知の埋蔵文化財包蔵地の有無及び、 

  開発行為等を行う区域周辺における国又は県若しくは町の指定文化財の有無について 

  、あらかじめ町教育委員会に確認すること。 

 (2) 工事中に文化財等を発見した場合は、速やかに工事を中止し、その現状を変えるこ 

  となく、その保存について町教育委員会と協議すること。 

 (3) 埋蔵文化財等の発掘調査にかかる経費については、原則として事業者の負担とする 

第４ 水路 

 (1) 水路使用については、まち整備課建設管理グループ及び各水路管理者と協議をする 

  こと。また、水路上に工作物を設置する場合は、各水利管理者の同意を得た上でまち 

  整備課建設管理グループに法定外公共物使用許可申請を提出すること。 

第２節 公共公益施設の整備等 
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第１ 道路 

１ 道路計画・道路整備 

 (1) 開発区域内の道路は川島町開発許可等に係る審査基準及び標準処理期間等（平成２ 

  ８年４月１日）に基づく幅員とし、隣接して改良等の道路計画があるものについては 

  その道路計画に整合させること。また、建築基準法第４２条第２項の規定に基づく後 

  退部分の敷地については、土地所有者が私有空地で維持管理を行うか、袋路状道路以 

  外の後退部分は町に寄附することができる。 

 (2) 開発区域内に設置する道路については、開発区域外の交通状況等を踏まえ適切に配 

  置し、交通の円滑と安全並びに将来の管理保全上問題が生じないよう、町と協議する 

  こと。 

 (3) 道路位置指定を行う場合は、周辺地域と適正な連携を保つよう計画すること。 

 (4) 開発行為等により造成した道路は、袋路状道路を除き、町に無償で帰属させること 

 ２技術的基準 

 (1) 開発行為等により設置する道路の幅員及び構造は、川島町が管理する町道の構造等 

  の基準を定める条例（平成２５年条例第２１号）及び、川島町開発許可等に係る審査 

  基準及び標準処理期間等（平成２８年４月１日）に準ずるものとする。 

 (2) 車道及び歩道部分は、道路管理者と協議のうえアスファルト舗装要綱(日本道路協会 

  )に基づき舗装するものとする。なお、歩道部分については、地下水補給及び地盤沈下 

  対策上浸透性の構造に努めること。 

第２ 上水道、汚水排水・雨水排水 

１ 上水道 

 (1) 事業者は、開発等区域内に本町上水道事業から給水を受ける場合、町の水道事業管 

  理者と事前に協議すること。 

 (2) 前項の協議に基づき行う必要な工事に係る費用については、川島町上水道事業給水 

  条例等に基づき、事業者の負担で施工すること。 

２ 汚水排水 

 汚水（雑排水を含む。以下同じ。)の排水方法及び設備については、以下の基準を遵守し 

 町と協議のうえ開発区域に係る汚水の排水計画を決定し施工すること。また、汚水と雨 

 水との排水処理方法は分流方式とし、雨水は「川島町雨水排水処理基準」によるところ 

 とする。 
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 (1) 公共下水道供用開始区域内 

  開発等区域内汚水の排水は、公共下水道に接続するものとし、その所要の設備は、川 

  島町下水道条例（平成１２年川島町条例第２６号）に適合させるほか、下水道管理者 

  の指示に基づき施工すること。 

 (2) 公共下水道供用開始区域以外の区域内 

  ア 開発等区域内汚水の排水は、原則として合併処理方式により浄化処理したものを 

   以下の方法により排水するものとする。 

  イ アの排水先は、流下能力のある公共の河川、水路及び道路側溝等とし、あらかじ 

   めその関係機関と協議のうえ、許可又は同意を受けること。 

  ウ イの排水先までの間の排水設備は暗渠とし、開発区域及びその周辺の地形・勾配 

   等を勘案し有効に排水できる設備で施工すること。また、排水管の起点、会合点及 

   び屈曲点又は勾配、管径が変化する箇所及び排水管の長さが内径の１２０倍を超え 

   ない範囲内において、ます等を設置すること。 

  エ 排水時水質は、水質汚濁防止法に定める放流基準以下とするほか、小型合併処理 

   浄化槽にあっては有機物除去率９０％以上、生物化学的酸素要求量（ＢＯＤ）２０ 

   ミリグラム／リットル（日間平均値）以下とし、これが達成できなくなったときは 

   事業者又は使用者は速やかに改善しなければならない。 

３ 雨水排水 

 川島町雨水排水処理基準に適合すること 

第３ 消防施設 

１ 水利基準 

 開発区域内の消防施設は、消防法（昭和２３年法律第１８６号）の規定に基づく「消防 

 水利の基準（昭和３９年消防庁告示第７号）」及び川越地区消防組合の定めるところに 

 より、必要な水利施設（消火栓、防火水槽、附帯施設等）を設置しなければならない。

２ 規格、構造等の協議 

 事業者は、消防水利施設を設置する場合、その規格、構造等について、川越地区消防組 

 合消防局と協議すること。 

第４ 清掃 

１ ごみ集積所 

 (1) 指導要綱に定める事前協議を必要とする住宅（集合住宅等を含む）を建築しようと 
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  する事業者は、事前にごみ集積所設置の要否等について町と協議し必要な措置をする 

  こと。ごみ集積所設置の際は「川島町ごみ集積所の設置及び管理に関する要綱」の内 

  容を遵守し、ごみ集積所設置届出書を環境センターに提出すること。 

 (2) 新たに設置することとなるごみ集積所は、公道に面した場所で、収集車が円滑に収 

  集できる場所とする。 

第３節 その他の事項 

第１ その他の事項 

１ 細部協議 

 この要綱により細部協議を行う場合、次に定める所管課等において行うものとする。 
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協 議 内 容 所管課等・連絡先 

総括窓口（受付）、都市計画法、建

築基準法、雨水排水抑制、公園・緑

地等 

まち整備課 都市計画グループ 

川島町大字下八ッ林８７０番地１ 

電話０４９－２９９－１７６３ 

道路、河川、水路の管理に関するこ

と（交通安全施設等の施工・占用・

使用等に係る許可・承認など） 

まち整備課 建設管理グループ 

川島町大字下八ッ林８７０番地１ 

電話０４９－２９９－１７６１ 

総合振興計画に関すること 

町有地の管理に関すること 

政策推進課 政策財政グループ 

川島町大字下八ッ林８７０番地１ 

電話０４９－２９９－１７５２ 

生活環境の保全、ごみ、合併浄化槽

等に関すること 

町民生活課 生活環境グループ 

川島町大字下八ッ林８７０番地１ 

電話０４９－２９９－１７３４ 

ゴミの収集に関すること 町民生活課 施設グループ（環境センター） 

川島町大字曲師３７０ 

電話０４９－２９７－５６６６ 

農業振興地域・農用地区域に関する

こと 

農政産業課 農政産業グループ 

川島町大字下八ッ林８７０番地１ 

電話０４９－２９９－１７６０ 

農地転用許可(農地法)手続きに関す

ること 

農業委員会 

川島町大字下八ッ林８７０番地１ 

電話０４９－２９９－１７６０ 

上水道・下水道に関すること 上下水道課 

川島町大字平沼１２５８ 

電話０４９－２９７－１８１８ 

教育施設に関すること 教育委員会教育総務課 学校教育グループ 

川島町大字下八ッ林８７０番地１ 

電話０４９－２９９－１７３０ 

文化財（埋蔵文化財）に関すること 教育委員会生涯学習課 生涯学習グループ 
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川島町大字下八ッ林８７０番地１ 

電話０４９－２９９－１７１１ 

老人福祉、社会福祉、身体障害者福

祉に関すること 

健康福祉課 福祉グループ 

川島町大字下八ッ林８７０番地１ 

電話０４９－２９９－１７５６ 

児童福祉に関すること 

 

子育て支援課 子育て支援グループ 

川島町大字下八ッ林８７０番地１ 

電話０４９－２９９－１７６５ 

県管理の道路・河川に係る占用や下

水放流等の許可・承認に関すること 

東松山県土整備事務所 管理担当 

東松山市六軒町５－１ 

電話０４９３－２２－２３３３（代） 

１，０００平方メートル以上の敷地

において建築行為(新築)を行なうも

ので、緑化計画届出に関すること。 

東松山環境管理事務所 地域環境担当 

東松山市六軒町５－１ 

電話０４９３－２３－４０５０（代） 

土地改良区区域内における排水の放

流及び構造物の設置による水路等の

使用に関すること 

矢来用水堰土地改良区（大字長楽字新田町、 

 権現堂、菩提木、町田、東浦、蔵殿、京塚、 

 関下） 

 東松山市下野本６１０－１(農村環境改善セ 

 ンター内) 

 電話０４９３－２３－７０６３ 

吉見東第二土地改良区（大字芝沼の堤内地） 

 吉見町下細谷４１１ 

 電話０４９３－６３－５０１６ 

川島町土地改良区（その他の区域） 

 川島町大字白井沼９９－１ 

 電話０４９－２９７－６７６７ 

 ※川島町土地改良区管轄区域外（中山地区の 

 一部）は、まち整備課建設管理グループと協 

 議すること。 
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消防水利・施設に関すること 

 

川越地区消防組合消防局・警防課 

川越市神明町４８－４ 

電話０４９－２２２－０７００（代） 

開発区域１ヘクタール以上の雨水排

水計画に関すること 

埼玉県県土整備部河川砂防課 

電話０４８－８３０－５１２０(代) 

堤防敷き周辺の開発に関すること 荒川上流河川事務所 

 電話０４９－２４６－６３７１(代) 

 入間川出張所 

  電話０４９－２３１－０４５８ 

越辺川出張所 

 電話０４９－３３４－３１２９ 

西浦和出張所 

 電話０４８－８６１－９１２９ 

熊谷出張所 

 電話０４８－５２２－０６１２ 

 

２ その他 

 この基準に定めないものについては、その都度、町と協議するものとする。 

  

 


